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ＲＣＥＰ協定の原産地規則
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１．輸入貨物のHS番号の確認方法
２．特恵税率の確認方法
３．品目別規則の確認方法
４．ケーススタディ

①衣類
②レジン（プラスチック原料）
③靴

５．原産地証明手続き
６．事後確認（検証）
７．ご案内
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【本日の説明内容】
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特恵税率適用の流れ

６．必要に応じて税関からの検証に対応

５．輸入面での原産地手続
（１）申告に必要な書類（原産地証明書、原産品申告書）を整える
（２）原産地証明書、原産品申告書により輸入申告時に特恵税率を適用

輸入貨物のEPA利用のステップ

１．輸入貨物のHS番号を特定

２．特恵税率が設定されているかを確認

３．適用される原産地規則を特定

４．原産地規則を満たすかを確認
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１．輸入貨物のHS番号の確認方法

➢ HS番号は税関HPの「実行関税率表」をご確認ください。

➢ HS番号の個別のご照会は輸入を予定している税関の「関税鑑査官」にお問い
合わせください。

税関HPトップページ

①税関HPトップページ
「品目分類について調べ

たい」クリック

②ポップアップメニューから、
「実行関税率表」クリック

輸入統計品目表（実行関税率表）
http://www.customs.go.jp/tariff/index.htm

③対象年版の「実行関税率表」
クリック

http://www.customs.go.jp/tariff/index.htm


１．輸入貨物のHS番号の確認方法

ポイント 協定によって採用しているHSバージョンが異なります

HSバージョンと協定の紐づき表

※税関HPでHS2012、HS2007、HS2002のHSコード（6桁まで）を確認する場合については、それぞれ2016年6月7日版、
2011年8月版、2006年4月版の実行関税率表の番号及び品名をご参照下さい。 なお、HSコード（6桁まで）は輸出・輸入共通で
す。

HS2002 HS2007 HS2012 HS2017

• 日シンガポール協定
• 日メキシコ協定
• 日マレーシア協定
• 日フィリピン協定
• 日チリ協定
• 日ブルネイ協定
• 日インドネシア協定
• 日アセアン協定

• 日ベトナム協定
• 日スイス協定
• 日インド協定
• 日ペルー協定

• 日オーストラリア協定
• 日モンゴル協定
• CPTPP
• RCEP

• 日EU協定
• 日米貿易協定
• 日英協定
• 日タイ協定
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１．輸入貨物のHS番号の確認方法

原産地規則ポータル>品目別規則の検索ページ
https://www.customs.go.jp/searchro/jrosv001.jsp

HS番号のバージョンの移行関係は相関表をご確認ください

相関表（Correlation Table）

https://www.customs.go.jp/searchro/jrosv001.jsp


品目分類・関税率についてのお問い合わせ先（関税鑑査官）
https://www.customs.go.jp/question2.htm#b

名古屋税関業務部 関税鑑査官
電話番号：052-654-4139
メールアドレス：nagoya-gyomu-kansa@customs.go.jp
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１．輸入貨物のHS番号の確認方法

https://www.customs.go.jp/question2.htm#b
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確認方法１．実行関税率表の関税率（経済連携協定欄）を確認

２．特恵税率の確認方法

税関HP（実行関税率表検索画面） EPA税率の設定なし

輸入統計品目表（実行関税率表）
http://www.customs.go.jp/tariff/index.htm

http://www.customs.go.jp/tariff/index.htm
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RCEPのステージング表を
掲載しています。

確認方法２．ステージング表を確認

ステージング表掲載ページ
https://www.customs.go.jp/kyotsu/kokusai/gaiyou/chui.htm

税関HP（ステージング表）

２．特恵税率の確認方法

https://www.customs.go.jp/kyotsu/kokusai/gaiyou/chui.htm
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○関税の引下げ又は撤廃
各国は附属書Ⅰ（関税に係る約束の表）の自国の表に従って、他の締約国の原産品に
ついて関税を引き下げ、又は撤廃する。
○日本の譲許内容は、国毎に３つに分かれている。

①対ASEAN・豪州・NZ ②対中国 ③対韓国

日本側譲許表（附属書Ⅰ）

関税品目
輸入商品の関税分類番号（HS2012
版HS番号）に基づく

基準税率
関税が引下げられる品目について、引下げが開始される基準となる税率を
表示。
※附属書Ⅰの規定の適用上、各国の表に定める基準税率は、

2014年1月1日における各国の実行最恵国税率を反映したものである

区分：Ｕ
関税の引下げ又は撤廃に係る約束の対象
から除外される

２．特恵税率の確認方法
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日本側譲許パターン 内容

①即時撤廃 協定の発効日に関税を撤廃

②11年目に撤廃 協定の発効日から11回の毎年均等な関税の引下げにより、基準税率から11年目で撤廃

③16年目に撤廃 ・協定の発効日から16回の毎年均等な関税の引下げにより、基準税率から16年目で撤廃
・協定の発効日から15年目までは基準税率を維持し、16年目に撤廃

④21年目に撤廃 協定の発効日から21回の毎年均等な関税の引下げにより、基準税率から21年目で撤廃

⑤基準税率を維持 協定の発効日から基準税率を維持

⑥削減 ・協定の発効日に一定の関税の引下げ後、当該税率を維持
・協定の発効日から11年目（又は16年目）まで毎年均等な関税の引き下げを実施。11年目（又は16年
目）以降は当該税率を維持。

⑦除外品目
（譲許表区分：Ｕ）

関税撤廃等の譲許なし

関税引下げについて・・・該当する年の初日に行う

対象国 関税引下げの期間

日本、インドネシア、フィリピン 1年目については、協定の発効日からその後の最初の3月31
日までの期間。
その後の各年は4月1日～3月31日までの期間。

オーストラリア、ブルネイ、カンボジア、中国、韓国、ラオス、
マレーシア、ミャンマー、ニュージーランド、シンガポール、タイ、
ベトナム

1年目については、協定の発効日からその後の最初の12月
31日までの期間。
その後の各年は1月1日～12月31日までの期間。

２．特恵税率の確認方法
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補足 RCEP税率がMFN税率を上回る（逆転現象）が生じている品目があります

２．特恵税率の確認方法

逆転現象が生じている品目の確認

逆転現象について
https://www.customs.go.jp/kyotsu/kokusai/seido_tetsuduki/gyakuten.htm

https://www.customs.go.jp/kyotsu/kokusai/seido_tetsuduki/gyakuten.htm


一の締約国において完全に得られ、又は生産される産品であって、次条（完全に得られ、又は生産される
産品）に定めるもの

(a) 完全生産品

(b) 生きている動物であって、当該
一の締約国において生まれ、かつ、
成育されたもの（家畜等）

(e) 当該一の締約国の土壌、水
域、海底又はその下から抽出され、
又は得られる鉱物その他の天然の
物質（水等）

(j) 当該一の締約国において専ら(a)
から(i)までに規定する産品又はこれら
の派生物から得られ、又は生産される
産品（肉等）

(a) 当該一の締約国において栽培
され、及び収穫され、採取され、又
は採集される植物及び植物性生
産品（果実、野菜等）

(c) 生きている動物であって、当該
一の締約国において成育されたも
のから得られる産品（生乳等）

(d) 当該一の締約国において行わ
れる狩猟、わなかけ、漁ろう、飼養、
養殖、採集又は捕獲により得られ
る産品（野生の動物等）

➢ RCEP協定における関税の特恵待遇（RCEP税率）は、RCEP締約国の原産品にのみ適用される。

➢ この協定の適用上、第３・２条に規定する次のいずれかの産品であって、この章に定める他の全ての関
連する要件を満たすものは、原産品として取り扱う。

【第3・3条 完全に得られ、又は生産される産品（抜粋）】
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３．品目別規則の確認方法



【原産材料のみから生産される産品の例】

RCEP締約国

日本

➢ 締約国の原産材料のみから生産される産品のこと。

➢ 生産に直接使用される材料はすべて「原産品」だが、材料の材料に遡ると非原産材料が使
用されている。

トマト
ケチャップ

ドレッシング

非締約国

一の締約国において一又は二以上の締約国からの原産材料のみから生産される産品

(b) 原産材料のみから生産される産品

原産材料

製造

輸入

輸出

製造

原産材料

第7類

第21.03項

第21.03項
品目別規則

CC又はRVC40

その他の
材料
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３．品目別規則の確認方法



➢ 非原産材料を使用していても、締約国において原産品としての資格を与えるために十分な作業・

加工が行われた場合には、最終産品を原産品と認めるもの。

➢ 附属書3Ａ 品目別規則では産品のHS番号ごとに「十分な作業・加工」の基準が定められている。

一の締約国において非原産材料を使用して生産される産品であって、附属書3A（品目別規則）

に定める要件を満たすもの

(c)品目別規則を満たす産品

非締約国 一のRCEP締約国

非原産材料 最終産品

十分な作業・
加工

【品目別規則を満たす産品のイメージ】

【 品目別規則の３類型】

①関税分類変更基準：非原産材料と最終産品との間に特定の関税分類番号変更があること。

②付加価値基準：産品に一定以上の価値を付与すること。（控除方式と積上げ方式を採用）

③加工工程基準：産品に特定の加工（化学品の化学反応）がなされること。
14

３．品目別規則の確認方法



付加価値基準
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３．品目別規則の確認方法

関税分類変更基準

加工工程基準

用語 定義

CC
産品の生産において使用された全ての非原産材料について、統一システムの２桁番号の水準における
CTC（関税分類の変更）が行われたこと

CTH
産品の生産において使用された全ての非原産材料について、統一システムの４桁番号の水準における
CTC（関税分類の変更）が行われたこと

CTSH
産品の生産において使用された全ての非原産材料について、統一システムの６桁番号の水準における
CTC（関税分類の変更）が行われたこと

「CR」とは、化学反応に係る規則をいう。化学反応による生産品である産品は、当該化学反応が締約国に
おいて行われる場合には、原産品とする。「化学反応」とは、分子内の結合を切断し、かつ、新たな分子内
の結合を形成することは又は分子内の原子の空間的配列を変更することにより、新たな構造を有する分子
を生ずる過程（生化学的なものを含む。）をいう。この定義の適用上、次のものは、化学反応とみなさない。
(ⅰ)水その他の溶媒への溶解 (ⅱ)溶媒（溶解水を含む。）の除去 (ⅲ）結晶水の追加又は除去

RCEP協定で使用される用語の定義

「RVC40」とは、第3.5条（域内原産割合の算定）の規定に基づいて算定される産品の域内原産割合
が40パーセント以上でなければならないことをいう。



ポイント 税率適用を受けるための原産地規則は、各EPAで異なります
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３．品目別規則の確認方法

原産地規則は各EPAの交渉の結果として定められたものであることから、各EPAで異なります。
RCEP協定の原産地規則も、他のEPAとは異なりますのでご留意ください。
各EPAの原産地規則は、税関HP原産地規則ポータル「品目別原産地規則の検索」でご確

認いただけます。

【例】HS 第39.01項 エチレンの重合体（一次製品に限る）に適用される品目別規則

RCEP CTH 又はRVC40

CPTPP 第39.01項の産品への他の項の材料からの変更及び重合体の総含有量の50
パーセント以上が原産品であること又は
域内原産割合が(a)35パーセント以上（積上げ方式を用いる場合）若しくは
(b)45パーセント以上（控除方式を用いる場合）であること（第39.01項の
産品への関税分類の変更を必要としない。）

日EU・EPA CTSH、
化学反応が行われること、
MaxNOM50パーセント（EXW） 又は
RVC55パーセント（FOB）
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３．品目別規則の確認方法

①原産地規則ポータルトッ
プページ「品目別原産地規
則検索システム」をクリック

原産地規則ポータル
https://www.customs.go.jp/roo/index.htm

品目別規則は原産地規則ポータルの検索システムから確認できます

←国名をプルダウンで選択

←HS番号を入力（4桁又は6桁）

←検索ボタンをクリック

②検索システムに調べたい「国名」、
「品目（HS番号）」を入力して検索

品目別原産地規則
検索システム

https://www.customs.go.jp/roo/index.htm
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３．品目別規則の確認方法

前ページの検索結果

品目別規則（ＰＳＲ）
ＣＴＨ又はＲＶＣ４０
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●RCEP協定 HS第39.01項 ●日EU協定 HS第39.01項

19

品目別原産地規則の比較

３．品目別規則の確認方法

ＣＴＨ又はＲＶＣ４０

CTSH、
化学反応が行われること、
MaxNOM50パーセント（EXW）又は
RVC55パーセント（FOB）
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材料 HS番号
原産材料/
非原産材料

①綿製織物（表地） 52 不明

②不織布（芯地、材質不明） 56 不明

③ナイロン製織物（ラベル） 58 不明

④紙製値札 48 不明

⑤縫糸 54 不明

⑥ボタン 96 不明

産品：衣類（男子用シャツ）
関税分類番号：6205.20-000
仕出国：中国
製造工程：中国国内の工場で下記の工程で製造する

材料投入→裁断→芯張り→縫製→製品洗い→プレス→仕上げ→検査

４．品目別ケーススタディ（事例①衣類）

【材料表】

6205.20-000

※上記のHS番号は一般的に想定される番号であり、全てのケースに当てはまる訳ではありません

男子用シャツ
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４．品目別ケーススタディ（事例①衣類）

特恵税率の設定状況

関税分類番号：6205.20-000

発効前 1年目 2年目 3年目

～

13年目 14年目 15年目 16年目以降

ASEAN、オーストラリア
及びニュージーランド

に対する待遇

7.4％

無税 無税 無税 無税 無税 無税 無税

中国及び韓国に対する待遇 6.9% 6.5% 6.0% 1.4% 0.9% 0.5% 無税

税率差が発生している（次頁参照）



税率差ルールの概要（RCEP第2・6条）

（１）基本ルール（第2・6条パラ2）
RCEP原産国は、RCEP原産地規則章の規定に従って原産品の資格を取得した締約国とする。ただし、原産材料のみか

らなる産品の場合は、輸出国で軽微な工程以外の生産工程が行われた場合に限る。

（２）特定の品目についての特別ルール（第2・6条パラ3）

輸入国が自国の譲許表の付録に掲げる特定の原産品（日本は100品目を記載）に関しては、輸出国における付加価
値20%を満たした場合にのみ、輸出国がRCEP原産国となる。

（３）補完的ルール（第2・6条パラ4）
上記（１）、（２）で原産国が確定しない場合、最高価額の原産材料を提供した締約国がRCEP原産国となる。

（４）輸入者の選択によるルール（第2・6条パラ6）
上記にかかわらず、輸入者は、原産材料を提供した締約国又は全ての締約国の中で最高税率を選択可能。

イメージ図

対中国関税率10%

対ベトナム関税率0%

（中国）

（ベトナム）

（日本）

●RCEP協定では、相手国によって譲許内容が異なる国があ
る（日、中、韓、尼、比、泰、越の７カ国）

●日本の場合、①ASEAN/豪州/NZ、②中国、③韓国の
３つに譲許内容が分かれており、この結果、同一の原産品
について相手国毎に異なる税率が適用されることがある。

●税率差発生品目の場合、迂回輸入が発生することが考え
られるため、RCEP協定第２・６条（関税率の差異）にお
いて税率差ルールが定められている。

税率差ルール設定の背景

【補足】RCEP協定における税率差（第２・６条）背景と概要
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https://dl.technics-goods.info/dl2.php?src=https://1.bp.blogspot.com/-Wm1exyFN8qU/U-8FbmIaf6I/AAAAAAAAkrc/n3UwdnG2FA0/s800/jam01_strawberry.png&title=いろいろなジャムのイラスト%20かわいいフリー素材集%20いらすとや&key=ODgwMTIx
https://thirdgog.blogspot.com/2020/01/blog-post_836.html
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品目別規則（6205.20）

RCEP 日EU 日アセアン

ＣＣ 製織と製品にすること（布の裁
断を含む。）との組合せ又は
なせん（独立の作業）を経て
製品にすること（布の裁断を含
む。）。

第62.01項から第62.11項ま
での各項の産品への他の類の
材料からの変更（第50.07項、
第51.11項から第51.13項ま
での各項、第52.08項から第
52.12項までの各項、第
53.09項から第53.11項まで
の各項、第54.07項、第
54.08項、第55.12項から第
55.16項までの各項又は第
60類の非原産材料を使用す
る場合には、当該非原産材料
のそれぞれがいずれかの締約国
又は東南アジア諸国連合の加
盟国である第三国において製
織される場合に限る。）

※確認方法はP.17（品目別規則の確認方法）参照

参考中国からの輸入で適用可能な協定はRCEPのみ

CC：全ての非原産材料
について、統一システムの
2桁番号の水準における
CTCが行われたこと

４．品目別ケーススタディ（事例①衣類）



ポイント RCEP協定の衣類等（第61類～第63類）に係る品目別規則について

RCEP協定では、生地⇒縫製の１工程ルールとなっています。
RCEP協定の衣類等にかかる品目別規則は、第61・62類が「CC」、第63類が「CC」又は「CC又

はRVC40」となっており、CCを適用する場合、非原産の生地を使用していても、締約国において縫
製を行えば、規則を満たす原産品と認められます。
なお、RCEP協定にはASEAN協定などで採用されている「関税分類を決定する構成部分」の規定

はありませんので、 CCを適用する場合、産品と全ての非原産材料との間にHS２桁レベルの変更が
あることを確認する必要があります。

１工程ルール

縫製

織物
（第52類）

RCEP協定 第62類 品目別規則 ＝ CC

衣類
（第62類）

２工程ルール

糸
（第52.05項）

製織/編立 縫製

衣類
（第62.05項）

ASEAN協定 第62.05項 品目別規則 ＝ CC（（中略）第52.08項（中略）の非原産材料を使用する場合には、
当該非原産材料のそれぞれが一又は二以上の締約国において完全に製織されている場合に限る。）

織物
（第52.08項）
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４．品目別ケーススタディ（事例①衣類）



第61 類～63 類 衣類における「関税分類を決定する構成部分」の解釈（原産地規則解釈例規 第２章第11部関連）

衣類における「関税分類を決定する構成部分」は、原則として、産品の表側の生地（袖裏、襟の折り返し部分等着用した際外
部から見えない部分を除くものとし、衣類の身頃等に装飾的効果をもたせるための加工（例えば、ひだ付け）を施したため外部
から見えにくくなった部分は含める。）に占める面積が最も大きい構成材料から成る部分とする。この場合において、産品が属する
号（HS６桁）に規定する材料から成る部分の面積の合計を、一の構成部分の面積として考慮する。

羊毛製織物①

人造繊維製織物④

羊毛製織物②

人造繊維製織物③
（ビスコースレーヨン）

例：女子用のオーバーコート（羊毛製のもの）
（第6202.11号）

産品の表側の生地であって、産品が属する号に規定
する材料、すなわち「羊毛製織物」である①及び②が
「関税分類を決定する構成部分」。
人造繊維製織物である③や裏側の生地である④は含

まれない。

62.02 女子用のオーバーコート、カーコート・・・

(6202.1) －オーバーコート、レインコート、・・・

6202.11 －－羊毛製または繊獣毛製のもの
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４．品目別ケーススタディ（事例①衣類）

参考：関税分類を決定する構成部分

「関税分類を決定する構成部分」が規定されている協定等（RCEPでは規定なし）
日シンガポールEPA、日メキシコEPA、日マレーシアEPA、日チリEPA、日タイEPA、日インドネシ
アEPA、日ブルネイEPA、日アセアンEPA、日フィリピンEPA、日ベトナムEPA、日ペルーEPA、
TPP11、日英EPA



補足：原産地規則における「原産材料」「非原産材料」

非原産材料

例えば、
・ 非締約国から調達した材料
・ 締約国内で調達したが、どこで生産されたかわからない材料
・ 締約国内で生産されたが、EPAの原産地基準を満たさない、又は満たしているか不明

な材料

原産材料

EPAの原産地基準を満たして原産品と認められる材料
・完全生産品
・原産材料のみから生産される産品
・実質的変更基準を満たす産品（品目別原産地規則を満たす産品）

「非原産品」又は「非原産材料」とは、この章の規定に従って原産品とされない産品又は
材料をいう。
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RCEP協定 第3・1条 定義（ｋ）✐

４．品目別ケーススタディ（事例①衣類）
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材料 HS番号
原産材料/
非原産材料

①綿製織物（表地） 52 不明

②不織布（芯地、材質不明） 56 不明

③ナイロン製織物（ラベル） 58 不明

④紙製値札 48 不明

⑤縫糸 54 不明

⑥ボタン 96 不明

産品：衣類（男子用シャツ）
関税分類番号：6205.20-000
仕出国：中国
製造工程：中国国内の工場で下記の工程で製造する

材料投入→裁断→芯張り→縫製→製品洗い→プレス→仕上げ→検査

４．品目別ケーススタディ（事例①衣類）

【材料表】

6205.20-000

全ての非原産材料について、HS番号の類（2桁）水準の変更が行われてい
ることから、CCを満たす⇒産品はRCEP協定上の中国原産品と認められる
※税率差ルールの（１）基本ルール（第2・6条パラ２）により、RCEP原産国は中国となる

原産国が不明な材料は非
原産材料として扱う
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【材料表】

産品：レジン（プラスチック原料）
関税分類番号：3907.20-910（HS2012）
仕出国：中国
FOB価額：100USD
製造工程：下記の材料を用いて中国国内の工場で製造する

４．品目別ケーススタディ（事例②レジン）

レジン
（変性ポリフェニレンエーテル樹脂）

3907.20-910

材料 HS番号
原産材料/
非原産材料

単価

①ポニフェニレンエーテル 39.07 不明 15ドル

②ポリエチレン 39.01 不明 20ドル

③ポリスチレン 39.03 不明 30ドル
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特恵税率の設定状況

関税分類番号：3907.20-910

発効前 1年目 2年目 3年目

～

8年目 9年目 10年目 11年目以降

ASEAN、オーストラリア
及びニュージーランド

に対する待遇

2.8％

無税 無税 無税 無税 無税 無税 無税

中国及び韓国に対する待遇 2.5% 2.3% 2.0% 0.8% 0.5% 0.3% 無税

税率差が発生している

４．品目別ケーススタディ（事例②レジン）
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品目別規則（3907.20）

RCEP 日EU CPTTP

CTH又はRVC40 CTH、
MaxNOM50パーセント
（EXW）又は
RVC55パーセント（FOB）

第3907.10号から第
3907.50号までの各号の産品
への他の項の材料からの変更
及び重合体の総含有量の50
パーセント以上が原産品である
こと又は
域内原産割合が(a)35パーセ
ント以上（積上げ方式を用い
る場合）若しくは(b)45パーセ
ント以上（控除方式を用いる
場合）であること（第
3907.10号から第3907.50
号までの各号の産品への関税
分類の変更を必要としない。）。

参考
中国からの輸入で適用可能な協定はRCEPのみ

関税分類変更基準を適用

CTH：全ての非原産材料
について、統一システムの
４桁番号の水準における
CTCが行われたこと

４．品目別ケーススタディ（事例②レジン）

※確認方法はP.17（品目別規則の確認方法）参照
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材料 HS番号
原産材料/
非原産材料

単価

①ポニフェニレンエーテル 39.07 不明 15ドル

②ポリエチレン 39.01 不明 20ドル

③ポリスチレン 39.03 不明 30ドル

【材料表】

産品：レジン（プラスチック原料）
関税分類番号：3907.20-910（HS2012）
仕出国：中国
FOB価額：100USD
製造工程：下記の材料を用いて中国国内の工場で製造する

４．品目別ケーススタディ（事例②レジン）

3907.20-910

材料①ポニフェニレンエーテルのHS番号が最終産品と同じ39.07項であるた
め、CTHを満たさない ⇒産品はRCEP協定上の中国原産品と認められない
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➢選択肢１ 関税分類変更基準を満たさない材料が、僅少の非原産材料
（デミニマス）の基準を満たすかを確認する。

品目別規則を満たさない材料が含まれているときは・・・

➢選択肢２

今回は、次の三つの選択肢の適用が検討可能です。

関税分類の変更の要件を満たさない非原産材料を使用していても、その使用がわずかな場
合には、その産品は締約国の原産品と認められます。

関税分類の変更の要件は非原産材料についてのみ適用されるため、原産材料であれば、
関税分類の変更の要件を満たす必要はありません。

➢選択肢３

原産品の要件を満たす材料の生産が他の締約国において行われている場合、当該材料を
原産材料と見なすことができます。

４．品目別ケーススタディ（事例②レジン）

関税分類変更基準を満たさない材料が、原産材料と認められる
かを確認する。

関税分類変更基準を満たさない材料が、累積の規定を満たす
かを確認する。



品目別規則の関税分類変更基準（CC,CTH,CTSH）を満たさない非原産材料があった場合
でも、その使用が僅かな場合は、その産品をRCEP締約国の原産品と認めることができる。
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原産品の資格を獲得しやすくなる。【僅かな場合とは】

(a)HS第1類から第97類の産品 ： 関税分類変更基準を満たさない非原産材料の価額が
産品のFOB価額の10%以下の場合

(b)HS第50類から第63類の産品： 関税分類変更基準を満たさない非原産材料の総重量が
産品の総重量の10%以下の場合

⇒ 第50類から第63類の僅少の非原産材料は、上記(a)と(b)のいずれかを選択することが可能。

４．品目別ケーススタディ（事例①シートベルト）

協定第3・7条１(a)の僅少の規定を適用する場合の要件は、関税分類変更基準を満たさ
ない全ての非原産材料の価額の合計が最終産品のFOB価額の10％以下であることです。
従って、関税分類変更基準を満たさない非原産材料が複数ある場合においては、それらの合
計金額がFOB価額の10％以下であることが要件となります。

補足 僅少の非原産材料の規定を適用するための要件について

➢選択肢１ 関税分類変更基準を満たさない材料が、僅少の非原産材料
（デミニマス）の基準を満たすかを確認する。

４．品目別ケーススタディ（事例②レジン）
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【材料表】

単価を確認（台帳・伝票、
購入インボイス等）

材料①ポニフェニレンエーテルの価額（15ドル）は産品のFOB価額の10%を
超えることから、僅少の非原産材料（デミニマス）の適用は不可。

⇒産品はRCEP協定上の中国原産品と認められない

産品：レジン（プラスチック原料）
関税分類番号：3907.20-910（HS2012）
仕出国：中国
FOB価額：100USD
製造工程：下記の材料を用いて中国国内の工場で製造する

材料 HS番号
原産材料/
非原産材料

単価

①ポニフェニレンエーテル 39.07 不明 15ドル

②ポリエチレン 39.01 不明 20ドル

③ポリスチレン 39.03 不明 30ドル

3907.20-910

４．品目別ケーススタディ（事例②レジン）
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メタノール・フェノールと材料①ポニフェニレン
エーテルのHS番号の間に４桁水準の変更
（CTH)が生じているため、材料①は中国
原産材料と認められる

材料 HS番号
原産材料/
非原産材料

単価

①ポニフェニレンエーテル 39.07 原産材料 15ドル

②ポリエチレン 39.01 不明 20ドル

③ポリスチレン 39.03 不明 30ドル

メタノール（29.05項）

フェノール（29.07項）

中国において非原産材料の
メタノールとフェノールを使用
して、ポリフェニレンエーテルを
生産したことを確認

材料①は中国原産材料と認められる。また、材料②及び③はCTHを満たす
⇒産品はRCEP協定上の中国原産品と認められる

４．品目別ケーススタディ（事例②レジン）

3907.20-910

【材料表】

➢選択肢２ 関税分類変更基準を満たさない材料が、原産材料と認められる
かを確認する。

品目別規則

ＣＴＨ又は
ＲＶＣ４０



➢選択肢３

RCEPでは、締約国の原産品(※)が他の締約国における産品の生産に材料として使用される
場合に、当該他の締約国の原産材料とみなすことができる 「モノの累積」 が採用されている。

(※)原産品（第３・２条）の要件を満たす産品又は材料

他の締約国の原産品であることが確認できれば、累積の規定を適用することができます。
原産品と認められるためには、協定第3・2条「原産品」の要件を満たす必要があります。

どのような材料であっても累積の対象にできる訳ではなく、当該材料が、協定第3・2条
「原産品」の要件を満たす必要がありますのでご注意ください。

ポイント どのような材料が累積の対象となるか

「生産行為の累積」の適用については、RCEP協定が全ての署名国について効力を生ずる日に検討を開始し、
5年以内に終了する。
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（累積のイメージ）

（豪州原産品）

中国の原産材料と見なす

関税分類変更基準を満たさない材料が、累積の規定を満たすか
を確認する。

原産品の資格を獲得しやすくなる。

４．品目別ケーススタディ（事例②レジン）

（輸入国）



37

材料 HS番号
原産材料/
非原産材料

単価

①ポニフェニレンエーテル 39.07 不明 15ドル

②ポリエチレン 39.01 不明 20ドル

③ポリスチレン 39.03 不明 30ドル

材料①がRCEP締約国の原産品であることが
認められれば、累積を適用することができる

37

産品：レジン（プラスチック原料）
関税分類番号：3907.20-910（HS2012）
仕出国：中国
FOB価額：100USD
製造工程：下記の材料を用いて中国国内の工場で製造する

3907.20-910

４．品目別ケーススタディ（事例②レジン）

【材料表】



38

産品：レジン（プラスチック原料）
関税分類番号：3907.20-910（HS2012）
仕出国：中国
FOB価額：100USD
製造工程：下記の材料を用いて中国国内の工場で製造する

材料 HS番号
原産材料/
非原産材料

単価

①ポニフェニレンエーテル 39.07 豪州原産品 15ドル

②ポリエチレン 39.01 不明 20ドル

③ポリスチレン 39.03 不明 30ドル

材料①は豪州原産品と認められることから、累積の規定を適用して、中国原産材料と

みなすことができる。また、材料②及び③はCTHを満たす。

⇒産品はRCEP協定上の中国原産品と認められる

【確認書類の例】

・輸入通関書類（原産地証明書
等）
・サプライヤ―から提供を受けた書
類（サプライヤー証明書、総材料
表、製造工程等）

４．品目別ケーススタディ（事例②レジン）

輸出者への確認

【材料表】
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品目別規則（3907.20）

RCEP 日EU CPTTP

CTH又はRVC40 CTH、
MaxNOM50パーセント
（EXW）又は
RVC55パーセント（FOB）

第3907.10号から第
3907.50号までの各号の産品
への他の項の材料からの変更
及び重合体の総含有量の50
パーセント以上が原産品である
こと又は
域内原産割合が(a)35パーセ
ント以上（積上げ方式を用い
る場合）若しくは(b)45パーセ
ント以上（控除方式を用いる
場合）であること（第
3907.10号から第3907.50
号までの各号の産品への関税
分類の変更を必要としない。）。

参考
中国からの輸入で適用可能な協定はRCEPのみ

付加価値基準を適用

RVC40：産品の域内原産
割合が40パーセント以上

４．品目別ケーススタディ（事例②レジン）

※確認方法はP.17（品目別規則の確認方法）参照
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附属書３A（品目別規則）に定める産品の域内原産割合については、次のいずれかの計算式により
算定する。

域内原産割合の算定（協定第3・5条）

産品の価額（FOB）－ VNM
RVC ＝ ―――――――――――――――― × １００

産品の価額（FOB）

VOM＋直接労務費＋直接経費＋利益＋他の費用
RVC ＝ ―――――――――――――――――――――― × １００

産品の価額（FOB）

原産材料価額 直接労務費 直接経費 利益 他の費用

域内で付加された価値（ＲＶＣ）

非原産材料価額 域内で付加された価値（ＲＶＣ）

ＦＯＢ

ＦＯＢ

非原産材料価額

原産材料価額

（a）間接方式又は控除方式

（b）直接方式又は積上げ方式

４．品目別ケーススタディ（事例②レジン）

*******************************************************************************************
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材料 HS番号
原産材料/
非原産材料

単価

①ポニフェニレンエーテル 39.07 不明 15ドル

②ポリエチレン 39.01 不明 20ドル

③ポリスチレン 39.03 不明 30ドル

産品の価額（FOB）－ VNM １００ドル ー 65ドル
RVC＝―――――――――――――― ×１００ ＝ ―――――――――― ×１００ ＝ 3５％ ≦ 40％

産品の価額（FOB） １００ドル

産品：レジン（プラスチック原料）
FOB価額：100USD

域内原産割合が３５％であるため、ＲＶＣ４０を満たさない
⇒産品はRCEP協定上の中国原産品と認められない

間接方式又は控除方式

４．品目別ケーススタディ（事例②レジン）

原産国が不明な材料は非
原産材料とみなす
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注：僅少の非原産材料（デミニマス）は付加価値基準には適用できません。

品目別規則を満たさないときは・・・

➢ 選択肢１

今回は、次の２つの選択肢の適用が検討可能です。

➢ 選択肢２

４．品目別ケーススタディ（事例②レジン）

中国原産材料と認められる材料の有無を確認する。

累積の規定を満たす材料の有無を確認する。

材料 HS番号
原産材料/
非原産材料

単価

①ポニフェニレンエーテル 39.07
中国原産材料
又はRCEP原
産品

15ドル

②ポリエチレン 39.01 不明 20ドル

③ポリスチレン 39.03 不明 30ドル

産品の価額（FOB）－ VNM １００ドル ー 50ドル

RVC ＝ ―――――――――――――― ×１００ ＝ ――――――――――― ×１００ ＝ 50％ ≧ 40％
産品の価額（FOB） １００ドル

例えば、ポニフェニレンエーテルが
上記選択肢１により中国原産
材料と認められる場合、又は上
記選択肢２によりRCEP原産
品として認められる場合、RVC
は以下の計算式となります。

域内原産割合が５０％であるため、ＲＶＣ４０を満たす
⇒産品はRCEP協定上の中国原産品と認められる
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部材 HS番号
原産材料/
非原産材料

価額

①アッパー材 41 不明 15ドル

②ライニング材 60 不明 15ドル

③本底 64.06 不明 10ドル

④中敷 64.06 不明 10ドル

⑤靴紐 63 不明 10ドル

⑥縫糸 55 不明 10ドル

⑦接着剤 35 不明 5ドル

【材料表】

産品：紳士用履物（カジュアルシューズ）
関税分類番号：6403.99-015
仕出国：ベトナム
FOB価額：100USD
製造工程：下記の材料を用いてベトナム国内の工場で裁断、縫製等を経て製造

４．品目別ケーススタディ（事例③靴）

6403.99-015

紳士用履物
（カジュアルシューズ）
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関税分類番号：6403.99-015

４．品目別ケーススタディ（事例③靴）

発効前 1年目 2年目 3年目

～

18年目 19年目 20年目 21年目以降

ASEAN、オーストラリア
及びニュージーランド

に対する待遇

30.0%
（その率が1
足につき
4,300円の
従量税率よ
り低いときは、
当該従量税
率）

20.3％ 18.9％ 17.6％ 無税 無税 無税 無税

中国に対する待遇 20.6% 19.5% 18.5% 3.1% 2.1% 1.0% 無税

韓国に対する待遇 U U U U U U U

税率差が発生している

特恵税率の設定状況
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品目別規則（6403.99）

RCEP 日ベトナム 日アセアン CPTTP

CTH又はRVC40 CC CC 第64.03項の産品へ
の他の類の材料からの
変更又は
第64.03項の産品へ
の他の項の材料からの
変更（中略）及び域
内原産割合が(a)45
パーセント以上（積上
げ方式を用いる場合）
若しくは(b)55パーセン
ト以上（控除方式を
用いる場合）であるこ
と。

※確認方法はP.17（品目別規則の確認方法）を参照

ベトナムからの輸入では、RCEP、日ベトナムEPA、日アセアンEPA、TPP11が適用の選択肢となる

４．品目別ケーススタディ（事例③靴）

関税分類変更基準を適用

CTH：全ての非原産材料
について、統一システムの４
桁番号の水準におけるCTC
が行われたこと
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部材 HS番号
原産材料/
非原産材料

価額

①アッパー材 41 不明 15ドル

②ライニング材 60 不明 15ドル

③本底 64.06 不明 10ドル

④中敷 64.06 不明 10ドル

⑤靴紐 63 不明 10ドル

⑥縫糸 55 不明 10ドル

⑦接着剤 35 不明 5ドル

【材料表】

産品：紳士用履物（カジュアルシューズ）
関税分類番号：6403.99-015
仕出国：ベトナム
FOB価額：100USD
製造工程：下記の材料を用いてベトナム国内の工場で裁断、縫製等を経て製造

４．品目別ケーススタディ（事例③靴）

6403.99-015

全ての非原産材料について、HS番号の項（４桁）水準の変更が行われている
ことから、CTHを満たす ⇒産品はRCEP協定上のベトナム原産品と認められる



税率差ルールの概要（RCEP第2・6条）

（１）基本ルール（第2・6条パラ2）
RCEP原産国は、RCEP原産地規則章の規定に従って原産品の資格を取得した締約国とする。ただし、原産材料のみか

らなる産品の場合は、輸出国で軽微な工程以外の生産工程が行われた場合に限る。

（２）特定の品目についての特別ルール（第2・6条パラ3）

輸入国が自国の譲許表の付録に掲げる特定の原産品（日本は100品目を記載）に関しては、輸出国における付加価
値20%を満たした場合にのみ、輸出国がRCEP原産国となる。

（３）補完的ルール（第2・6条パラ4）
上記（１）、（２）で原産国が確定しない場合、最高価額の原産材料を提供した締約国がRCEP原産国となる。

（４）輸入者の選択によるルール（第2・6条パラ6）
上記にかかわらず、輸入者は、原産材料を提供した締約国又は全ての締約国の中で最高税率を選択可能。

イメージ図

対中国関税率10%

対ベトナム関税率0%

（中国）

（ベトナム）

（日本）

●RCEP協定では、相手国によって譲許内容が異なる国があ
る（日、中、韓、尼、比、泰、越の７カ国）

●日本の場合、①ASEAN/豪州/NZ、②中国、③韓国の
３つに譲許内容が分かれており、この結果、同一の原産品
について相手国毎に異なる税率が適用されることがある。

●税率差発生品目の場合、迂回輸入が発生することが考え
られるため、RCEP協定第２・６条（関税率の差異）にお
いて税率差ルールが定められている。

税率差ルール設定の背景

【再掲】RCEP協定における税率差（第２・６条）背景と概要
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https://dl.technics-goods.info/dl2.php?src=https://1.bp.blogspot.com/-Wm1exyFN8qU/U-8FbmIaf6I/AAAAAAAAkrc/n3UwdnG2FA0/s800/jam01_strawberry.png&title=いろいろなジャムのイラスト%20かわいいフリー素材集%20いらすとや&key=ODgwMTIx
https://thirdgog.blogspot.com/2020/01/blog-post_836.html
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【補足】RCEP協定における税率差（第２・６条）対象品目



日本への輸入時における税率差発生品目のRCEP原産国確認のポイント

ステップ１ 輸入しようとする産品の関税分類番号9桁を特定する。
⇒ 品目分類に係る事前教示をご利用になれます。

https://www.customs.go.jp/zeikan/seido/index.htm#a
ステップ２ 産品の輸出国に対してRCEP税率が設定されていることを確認する。

⇒ ステップ１で特定した関税分類番号９桁を基に、税関HPの実行関税率表
で調べることができます。
https://www.customs.go.jp/tariff/index.htm

ステップ３ 産品が協定上の原産品と認められるかを確認する。
⇒ 原産地に係る事前教示をご利用になれます。

https://www.customs.go.jp/zeikan/seido/index.htm#h

ステップ４ RCEP原産国を決定する（税率差ルールを適用）。
① 産品に税率差が発生しているかを確認する。

⇒ ステップ２で確認した実行関税率表でRCEP協定税率の欄（相手国毎に３
欄）に全て同一の税率が記載されている場合以外は、税率差発生品目です。

② ①で税率差が生じていた場合、ステップ１で特定した関税分類番号９桁が、付録
の100品目に掲げられているかを確認する。
⇒ 100品目のリストを御覧ください（税関HPに公表されています）。

③ 次頁のフローチャートに従ってRCEP原産国を決定し、原産地証明に記載する。
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【補足】RCEP協定における税率差（第２・６条）RCEP原産国確認のステップ



● 多くの場合、RCEP原産国は輸出締約国（＝原産品の資格を取得した国）と同一になります。

RCEP原産国の決定フローチャート
（物品の貿易章「第2.6条」に基づくフローチャート）

日本の譲許表の付録の特定の原産品（100品目）に該当しますか？

輸出締約国である最終仕出国において、
20％以上の価値が付加されていますか？

輸出締約国

（第2.6条パラ3）

最高価額の原産材料を
提供した締約国

（第2.6条パラ4）

①完全生産品、②原産材料のみからなる産品、
③品目別規則を満たす産品のいずれになりますか？

輸出締約国

（第2.6条パラ2）

輸出締約国

（第2.6条パラ2）

最高価額の原産材料を
提供した締約国

（第2.6条パラ４）

①又は③

軽微な工程を超える生産工程(※)が
輸出締約国で行われていますか？

パラ１及び４に関わらず、輸入者は生産に
関与した締約国又は全ての締約国の中で最
高税率を選択可能（第2.6条パラ６）

Yes

Yes

No

No

No ②

※「軽微な工程」とは、輸送、保管又は販売のための保存又は包装、選別、分類、切断などからなる単純な処理、識別表示、印刷、単
なる希釈、分解、とさつ、塗装、研磨、単純な混合、左記工程の組み合わせなどの工程を言う（詳細は第2.6条パラ５参照）。

【補足】RCEP協定における税率差（第２・６条）フローチャート
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Yes
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部材 HS番号
原産材料/
非原産材料

価額

①アッパー材 41 不明 15ドル

②ライニング材 60 不明 15ドル

③本底 64.06 不明 10ドル

④中敷 64.06 不明 10ドル

⑤靴紐 63 不明 10ドル

⑥縫糸 55 不明 10ドル

⑦接着剤 35 不明 5ドル

産品：紳士用履物（カジュアルシューズ）
関税分類番号：6403.99-015
仕出国：ベトナム
FOB価額：100USD
製造工程：下記の材料を用いてベトナム国内の工場で裁断、縫製等を経て製造

４．品目別ケーススタディ（事例③靴）

20％以上の価値が付加されていることから、輸出締約国（ベトナム）
がRCEP原産国となる（第2.6条パラ3）

FOB価額（１００ドル） ー 非原産材料価額（75ドル）
RVC ＝ ―――――――――――――――――――――――― ×１００＝ 25％ ≧ 40％

FOB価額（１００ドル）

輸出国であるベトナムにおいて、
20％以上の価値が付加され
ているかを確認する
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４．品目別ケーススタディ（事例③靴）

RCEP協定 税率差マニュアル
https://www.customs.go.jp/kyotsu/kokusai/gaiyou/rcep/rcep_zeisamanual.pdf

https://www.customs.go.jp/kyotsu/kokusai/gaiyou/rcep/rcep_zeisamanual.pdf
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特恵税率適用の流れ

６．必要に応じて税関からの検証に対応

５．輸入面での原産地手続
（１）申告に必要な書類（原産地証明書、原産品申告書等）を整える
（２）原産地証明書、原産品申告書により輸入申告時に特恵税率を適用

１．輸入貨物のHS番号を特定

２．特恵税率が設定されているかを確認

３．適用される原産地規則を特定

４．原産地規則を満たすかを確認

５．原産地証明手続き



➢ RCEP協定における原産地証明は以下の３種類。

(a) 発給機関により発給された原産地証明書 【第三者証明制度】
(b) 認定された輸出者による原産地申告 【認定輸出者制度】
(c) 輸出者又は生産者による原産地申告（※）【輸出者・生産者による自己申告制度】

（※）各締約国における制度の導入に一定の猶予期間（発効から10年以内（カンボジア、ラオス、
ミャンマーは20年以内）。10年を限度に延長可）が認められており、輸出国・輸入国の双方で
導入された場合に限って利用可能。

➢ 日本における原産地証明は上記３種類＋１種類。「輸入者による原産地申告」が追加。

日本への輸入のみ、協定発効日から、「輸入者による原産地申告」を原産地証明とみなす
ことができる（日本以外の締約国においては、協定が全ての署名国において発効した後、
導入を検討することとなっている。）【輸入者による自己申告制度】

【輸入面】 上記(a)(b)(c)及び「輸入者による自己申告制度」を利用可能。
ただし、(c)は、豪州・ニュージーランドからの輸入に限る。

【輸出面】 上記(a)(b)(c)を利用可能。ただし、(c)は、豪州・ニュージーランドへの輸出に限る。

日本の場合（協定発効時）
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協定発効日から輸出者又は生産者による原産地申告の導入を決めている締約国は、
日本・豪州・ニュージーランド。

新たに輸出者又は生産者による自己申告制度を導入する締約国については、
随時税関HP等でご案内します。

５．原産地証明手続き



原産地証明の必要的記載事項（附属書3B）

発給機関により発給された原産地証明書

(a) 輸出者の氏名又は名称及び住所
(b) 判明している場合には、生産者の氏名又は名

称及び住所
(c) 輸入者又は荷受人の氏名又は名称及び住所
(d) 産品の品名及び関税分類番号（6桁番号の

水準）
(e) 原産地証明書番号

(f) 原産性を与えることとなる基準
(g) 輸出者又は生産者による申告
(h) 発給機関による証明、印影、署名
(i) 第2・6条（関税率の差異）に規定するRCEP

原産国
(j) 積送される貨物を確認するための詳細な情報

（仕入書の番号、出発の日付など）
(k) FOB価額（域内原産割合が用いられている場

合）
(l) 産品の数量
(m)連続する原産地証明書における規定

認定された輸出者による原産地申告
輸出者又は生産者による原産地申告

輸入者による原産地申告

(a) 輸出者の氏名又は名称及び住所
(b) 判明している場合には、生産者の氏名又は名

称及び住所
(c) 輸入者又は荷受人の氏名又は名称及び住所
(d) 産品の品名及び関税分類番号（6桁番号の

水準）
(e) 認定された輸出者又は生産者の認定番号又

は識別番号
(f) 固有の参照番号
(g) 原産性を与えることとなる基準
(h) 作成者による証明

(i) 第2・6条（関税率の差異）に規定するRCEP
原産国

(j) FOB価額（域内原産割合が用いられている場
合）

(k) 産品の数量
(l) 連続する原産地申告における規定 55

５．原産地証明手続き



証明制度 対象となる輸出締約国 証明書類の取得方法

第三者証明制度

（原産地証明書）
全ての締約国

輸出締約国において権限ある発給機関
に輸出者又は生産者が発給を依頼

認定輸出者制度

（原産地申告）
全ての締約国

輸出締約国において権限ある発給機関
により認定された輸出者が書類を作成

（任意様式）

自己申告制度

（原産品申告書）

輸入者 全ての締約国
日本の輸入者が書類を作成

（任意様式）

輸出者
生産者

豪州・ニュージーランド
※協定発効時

輸出締約国の輸出者又は生産者が
書類を作成

（任意様式）
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認定輸出者制度・自己申告制度における証明書類の様式について

協定上様式に定めはなく、必要的記載事項（前ページ参照）が含まれていれば任意の様式
で作成可能です。
日本税関HPに様式見本を掲載していますので、そちらも御利用いただけます。

５．原産地証明手続き
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５．原産地証明手続き

日本商工会議所：RCEP協定に関する特設サイト
https://www.jcci.or.jp/gensanchi/rcep.html

経済産業省：経済連携協定（ＥＰＡ）に基づく原産地証明制度
https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/trade_control/boekikanri/gensanchi/epa.html

第三者証明制度・認定輸出者制度の利用について

https://www.jcci.or.jp/gensanchi/rcep.html
https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/trade_control/boekikanri/gensanchi/epa.html
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５．原産地証明手続き

原産地証明手続き

原産地規則ポータル
https://www.customs.go.jp/roo/index.htm

自己申告制度の利用について

様式見本
（自己申告制度）



輸入者の保存
義務

輸入の許可の日の翌日から５年間、以下の書類を保存。
保存すべき書類は、選択した申告制度によって異なる。

◼ 第三者証明制度、認定輸出者制度
原産地証明書、認定輸出者による原産地申告

◼ 輸出者又は生産者による自己申告制度
原産品申告書及び申告書作成者等から提供を受けている
産品が原産品であることを証明するために必要な追加的な資料
（「RCEP原産国」の確認のための関係書類を含む）

◼ 輸入者による自己申告制度
原産品申告書を含め、産品が原産品であることを証明するために
必要な全ての記録（「RCEP原産国」の確認のための関係書類
を含む）

※ 輸入申告の際に税関へ提出した書類については、保存義務の対
象外。
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協定及び国内法令により、日本においては、以下の書類保存義務が課される。

６．事後確認（検証）



輸入者

輸出国 輸入国

生産者 輸出者

発給機関

(d)訪問

(c) 情報要請

(b)情報要請

権限ある当局

(a) 情報要請(c) 情報要請

➢ RCEP協定においては、輸入締約国の権限ある当局は、第3・24条に規定する以下の方法により、輸入
された産品が原産品であるか否かを確認することが認められている。

(a) 輸入者に対して追加の情報について書面により要請する方法
(b) 輸出者又は生産者に対し、追加の情報について書面により要請する方法
(c) 輸出締約国の発給機関又は権限のある当局に対し、追加の情報について書面により要請する方法
(d) 輸出締約国の輸出者又は生産者の施設を確認のために訪問する方法
(e）その他締約国が合意する方法

➢ 輸入者による原産地証明の場合、上記手段のうち(a)のみ実施可能。それ以外の制度においては、
第三者証明制度であっても自己申告制度であっても手段は同じ。実施順については、(d)の訪問による
確認は(c)の実施後にのみ実施するとされている以外、特段の規定はない。

(b)(d)要請の送付

(b)(d)に対する協力

税 関
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６．事後確認（検証）
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７．ご案内（ＥＰＡの相談窓口）

名古屋税関業務部 首席原産地調査官

電話：052（654）4205

メール：nagoya-gyomu-gensanchi@customs.go.jp



輸入者等
回答

（文書は原則30日以内）

照会

●事前教示制度とは、貨物の輸入をお考えの方やその他の関係者が、税関に対して、輸入の前に、
輸入を予定している貨物が原産地規則を満たしているかどうか（協定の適用・解釈等）についての
照会を文書により行い、税関から文書により回答を受けることができる制度です。

●輸入を予定している貨物の原産地、RCEP協定税率（特恵関税）の適用の可否等を事前に知る
ことができ、適用される税率が事前に分かることから、輸入にかかる費用等の計画が立てやすくなります。

●RCEP協定第2.6条に規定する「RCEP原産国」についても事前教示回答の対象となります（希望
制）。

●貨物が実際に輸入される際の輸入通関では、事前教示によって、既にその貨物の取扱い（原産
地）が確定していることから、迅速な申告、貨物の早期の受取りができるようになります。

●税関が発出した回答（教示）の内容については、最長３年間、税関が輸入申告を審査する際に
尊重されます（法律改正等により取扱いの変更があった場合等を除く）ので、恒常的に同じ貨物を
輸入する場合には、安定的な取扱いが確保されます。

※口頭やＥメールによる事前教示の照会（文書による事前教示の照会に準じた取扱いに切り替えた場合を除く。）
の場合には、輸入申告の審査の際に尊重される取扱いは行われませんのでご注意ください 。

税関
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７．ご案内（事前教示制度）



原産地規則ポータルでは、品目別原産地規則検索、自己申告制度の様式見本各
種、事前教示、事後確認に関する情報のほか、EPA/GSP原産性に係る非違事例
などをご紹介しています。

②ポップアップメニューから、
「原産地規則ポータル 」を選択すると

トップページに遷移します。

または、検索したいメニューをクリックすると
該当ページへの直接アクセスが可能です。

①税関HPトップページ
「原産地規則について

知りたい」クリック
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７．ご案内（原産地規則ポータル）



原産地規則ポータル https://www.customs.go.jp/roo/index.htm

品目別原産地規則
検索システム

事前教示の情報
・公開回答一覧表など

事後確認の情報
・非違事例集など

アジア・太平洋地域 から
RCEP協定を選択

協定の条文、
原産地規則等の情報
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自己申告制度の
輸出相談

自己申告制度の
様式見本集

７．ご案内（原産地規則ポータル）
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７．ご案内（原産地規則ポータル）

不備ある経済連携協定（EPA）原産地証明書の取扱い

原産地証明書記載要領



66

７．ご案内（RCEP協定等、EPA関連情報）

○ RCEP協定の条文、原産地規則等

https://www.customs.go.jp/roo/information/rcep.htm

○ EPAにおける関税制度、通関手続、概要、協定本文、適用税率等の情報

https://www.customs.go.jp/kyotsu/kokusai/fta-epa_index.htm

○ EPAにおける原産地規則関連情報（原産地ポータル）

https://www.customs.go.jp/roo/index.htm

○ 原産地規則や原産地手続きに関する お問い合わせ先：
https://www.customs.go.jp/roo/origin/question.htm

○ EPAの利用に関し、ご要望・ご質問等がございましたら、下記のリンクよりご連絡ください。
https://www.customs.go.jp/quest/index.htm

○ 原産地証明書記載要領（前ページ）
https://www.customs.go.jp/roo/text/rcep3.pdf

○不備ある経済連携協定（EPA）原産地証明書の取扱い（前ページ）
https://www.customs.go.jp/roo/procedure/fubi_epa.pdf

https://www.customs.go.jp/roo/information/rcep.htm
https://www.customs.go.jp/kyotsu/kokusai/fta-epa_index.htm
https://www.customs.go.jp/roo/index.htm
https://www.customs.go.jp/roo/origin/question.htm
https://www.customs.go.jp/quest/index.htm
https://www.customs.go.jp/roo/text/rcep3.pdf
https://www.customs.go.jp/roo/procedure/fubi_epa.pdf


ご清聴ありがとうございました


